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○パブコメ意見の状況　 61件（個人49人　団体12件）　延285項目

Ⅰ総合計画

№ 修正区分 頁 施策 修正内容

1

Ｈ26目標値とＨ24
実績値を追加

【全体事項】

― 施策1～32 ・当初計画時のH26指標目標値とＨ24の実績値を追加記載

2 6

施策2

減災の視点に立った防災対策の
推進

・一時滞在施設の指定数

3 11

施策6

魅力的でにぎわいのある多心型
まちづくり

・「すぎなみ学倶楽部」のアクセス数

4 13

施策7

地域の特性を活かし将来を見
据えた産業の振興

・創業支援による創業者数

5 18
施策10

ごみ減量と資源化の推進
・杉並区のまちを美しいと思う人の割合

6 25

施策15

要介護高齢者の住まいと介護
施設の整備

・ケア付き住まい確保戸数

7 46

施策32

地域住民活動の支援と地域人
材の育成

・ ＮＰＯ支援基金への寄附件数

8 7
施策3

安全・安心の地域社会づくり

・区内における交通事故件数（年）
　
    1,900件→1,800件

9 13

施策7

地域の特性を活かし将来を見
据えた産業の振興

・商店街への満足度

　　　50％　→　60％

パブコメ意見等を踏まえた計画の主な修正一覧

計画最終年度の
目標に対応する
指標を新規追加

【6施策6指標】

H26目標値の見直
し
（H26区政経営計
画書で上方修正し
た目標値に修正）

【5施策6指標】

                       

A…要検討（修正・追加・削除等）【５件】 

B…計画化済 【４６件】 

C…業務の中で対応(検討を含む)【５０件】 

D…事業運営の参考とする 【１０３件】 

E…その他 【８１件】 

 

資料５ 
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№ 修正区分 頁 施策 修正内容

                       

 

  

 

  

  

10 35

施策24

子ども・青少年の育成支援の
充実

・将来の夢・目標が定まっている子ども（高校生）の割合
　
    40％→70％

・国内交流事業参加者数
　
     2,500人→4,000人（3,000人を更に上方修正）

・平和のつどいへの参加者数
　
   　650人→700人

12 46

施策32

地域住民活動の支援と地域人
材の育成

・すぎなみ地域大学講座終了者の地域活動参加率
　
     80％→85％

13 6

施策2

減災の視点に立った防災対策の
推進

・家庭内で何らかの防災対策を実施している区民の割合
　（26目標値95％）
　
　　94％→96％

14 11

施策6

魅力的でにぎわいのある多心型
まちづくり

・区内全駅の１日平均乗降人員
　
　　685,900人→731,000人
　　Ｈ33も修正　　686,600人→759,000人

15 13

施策7

地域の特性を活かし将来を見
据えた産業の振興

・就労支援センターの利用により、就労が決定した人数
 
　　年600人→年600人以上
　　Ｈ33も修正　年600人→年600人以上

16 17

施策9

持続可能な環境にやさしい住
宅都市づくり

・環境に配慮した取組を行っている区民の割合
　（26目標値90％）
　
　　90％→95％

17 24
施策14

高齢者の地域包括ケアの推進

・在宅介護を続けていけると思う介護者の割合
　（26目標値80％）

　  80％　→　83％

・特別養護老人ホーム

　　1,916人　→　1,925人

・認知症高齢者グループホーム定員

　　472人→528人
　  Ｈ33も修正　600人→672人

19 26

施策16

障害者の社会参加と就労機会
の充実

・年間新規就労者数
　（26目標値110人）

　  110人　→　115人

H26目標値の見直
し
（H26区政経営計
画書で上方修正し
た目標値に修正
等）

Ｈ29目標値の上方
修正
（Ｈ29目標値がＨ
26目標値と同じか
下回っている指標
について上方修
正）

【12施策17指標】

18

施策31

交流と平和、男女共同参画の
推進

11 44

施策15

要介護高齢者の住まいと介護
施設の整備

25
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№ 修正区分 頁 施策 修正内容

                       

 

  

 

  

  

20 39
施策27

学校教育環境の整備・充実

・学校図書館の年間平均貸出冊数（児童・生徒一人当たり）
    (26目標値　小36冊、中12冊）

 　　小　36冊　→　小　38冊
 　　中　12冊　→　中　14冊

・社会参加活動者の割合
　（26目標値　60％）

　　 60％　→　65％

・図書館利用者数
　（26目標値309万人）

　　303万人→313万人

・区民１人当たりの文化・芸術に親しむ機会の回数（月平均）
　（26目標値3回）

　　3回→4回

・区民１人当たりの文化・芸術に親しむ機会の回数【区内】（月平均）
　（26目標値1.5回）

　　1.5回→2回

・国内交流事業参加者数
　（26目標値3,000人）

　　3,800人→4,500人
　  Ｈ33も修正　4,000人→5,000人

・平和のつどいへの参加者数
　　（26目標値700人）

      700人→730人

・町会・自治会加入率
　（26目標値54％）

　　 54％→55％

・すぎなみ地域大学講座終了者の地域活動参加率
　（26目標値85％）

　　85％→86％

21

22

23

24

Ｈ29目標値の上方
修正
（Ｈ29目標値がＨ
26目標値と同じか
下回っている指標
について上方修
正）

施策３２

地域住民活動の支援と地域人材
の育成

施策29

学びとスポーツで世代をつな
ぐ豊かな地域づくり

施策30

文化・芸術の振興

施策31

交流と平和、男女共同参画の
推進

41

42

44

46
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Ⅱ実行計画

№ 施策 頁 修正内容

1
事業規模の追記

【全体事項】
―

各計画事業の事業規模について精査し、規模を示すことが可能な取組について追加記載し
た。

2

施策1-7

水害多発地域対策
の推進

4

【リード文】

　近年多発する水害に対し、透水性舗装や雨水浸透ますの整備に加え、地域の実態に
応じて、道路排水施設の増設や道路・公園の雨水浸透・貯留施設の整備強化等を集中
的に行い、水害対策の充実を図ります。また、東京都の河川・下水道整備事業の促進
を要請し、都と連携を強化して早期整備を図り、区民の安全確保と水害に強いまちづ
くりを進めます。

3
施策2-1

地域防災力の向上
5

【リード文】

防災市民組織に配布を進めているスタンドパイプについて、防災マップや設置場所
の案内表示による区民周知を図るとともに、防災市民組織への追加配備や駅周辺の商
店街等への新規配布を進め、資器材を活用した初期消火訓練の充実による区民の防災
意識と災害対応力の向上を図ります。

また、地域及び関係機関との連携を密にした効果的な訓練をさらに推進し、地域防
災力を高めます。

【取組内容・規模】

　初期消火設備の配置→初期消火設備の充実
　　27・28・29年度及び3か年の計を修正

4

施策2-5

ICTを活用した災
害情報の収集と発
信

7

【取組内容・規模】

・災害時情報共有システム
　27年度：　運用→充実・運用
　3か年計： 運用→充実・運用

5

施策4-2

都市計画道路の整
備

12

【取組内容・規模】

　27年度：都市計画道路補助第131号線
　　　　　　　バリアフリー化整備　　歩道　440ｍ
　28年度：都市計画道路補助第131号線
　　　　　　　バリアフリー化整備　　車道　440ｍ

【リード文】

平成２５年度に行った「杉並区住宅マスタープラン」の見直しを踏まえ、区営住宅
の住環境整備などを計画的に推進するとともに、空き家の利活用なども視野に入れ、
高齢者・障害者等を含めた総合的な住まいの確保策について検討、実施します。

【取組内容・規模】

　27年度：高齢者・障害者等を含めた総合的な住まいの確保策の検討
　28年度：高齢者・障害者等を含めた総合的な住まいの確保策の実施
　29年度：高齢者・障害者等を含めた総合的な住まいの確保策の実施
　３か年計も同様に修正

【リード文】

就労支援センターにおいて、就労準備相談や心としごとの相談、各種就労支援セミ
ナーを実施するとともに、就労準備相談だけでは具体的な就労に至らない若者等に対
し、就労準備訓練や社会適応力訓練を実施します。また、区内企業との連携を強化
し、区内での就職に結び付けていきます。

【取組内容・規模】　※下記の取組を追加

・求人開拓・企業情報提供等
　　27年度：実施
　　28年度：実施
　　29年度：実施
　　3か年計：求人開拓・企業情報提供等実施

施策5-1

住宅施策の総合的
な推進

施策7-4

若者等の就労支援

6

7

16

22
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№ 施策 頁 修正内容

8

施策9-1

杉並産エネルギー
の創出と省エネル
ギーの推進

28

【取組内容・規模】

・区立学校等での太陽光発電機器・蓄電池設置

　　27年度：　11校　→　13所
　　28年度：　10校　→　14所
　　29年度：　11校　→　 7所
　　3か年計： 32校　→　34所

10

施策14-1

地域包括支援セン
ターの機能強化

35

【取組内容・規模】

・（仮称）地域包括ケア推進員の配置

　27年度：拡充→ ケア24　20所
　28年度：拡充→ ケア24　20所
　29年度：拡充→ ケア24　20所
　3か年計：拡充→ケア24　20所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※パブリックコメントによる修正（2件）

9

【取組内容・規模】

・がん検診の推進
　胃がん検診
　　26年度末：6,000人→8,000人
　　27年度：6,000人　→8,200人
　　28年度：6,000人　→8,400人
　　29年度：6,000人　→8,600人
　　3か年計：18,000人→25,200人
　肺がん検診
　　26年度末：5,000人→10,000人
　　27年度：5,000人　→10,500人
　　28年度：5,000人　→11,000人
　　29年度：5,000人　→11,500人
　　3か年計：15,000人→33,000人
　大腸がん検診
　　26年度末：64,000人→62,500人
　　27年度：64,000人　→63,400人
　　28年度：64,000人　→63,800人
　　29年度：64,000人　→64,200人
　　3か年計：192,000人→191,400人
　乳がん検診
　　26年度末：13,500人→13,300人
　　27年度：13,500人　→13,600人
　　28年度：13,500人　→13,800人
　　29年度：13,500人　→14,000人
　　3か年計：40,500人→41,400人
　子宮がん検診
　　26年度末：15,000人→15,800人
　　27年度：15,000人　→16,000人
　　28年度：15,000人　→16,400人
　　29年度：15,000人　→16,800人
　　3か年計：45,000人→49,200人
　前立腺がん検診
　　27年度：1,340人　→1,390人
　　28年度：1,340人　→1,420人
　　29年度：1,340人　→1,450人
　　3か年計：4,020人→4,260人

施策11-3

がん対策の推進
31
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№ 施策 頁 修正内容

11

施策14-3

地域の見守り体制
の充実

37

【取組内容・規模】

・高齢者安心コール

　26年度末（見込み）：80世帯→100世帯
　27年度：    　（累積 90世帯→110世帯）
　28年度：    　（累積100世帯→120世帯）
　29年度：    　（累積110世帯→130世帯）
　3か年計：     （累積110世帯→130世帯）

【リード文】

公有地、民有地の活用や施設を建設・運営する社会福祉法人に対して建設助成を行
うなどにより、引き続き、在宅生活を支えるショートステイを含め特別養護老人ホー
ムの整備を進めます。さらに、南伊豆町との連携による特別養護老人ホーム整備を踏
まえた区域外整備の拡大及び小規模特養の区内整備について、具体化に向けた調査・
検討を実施します。また、病状が安定し、リハビリに重点をおいた介護が必要な方が
入所する介護老人保健施設について整備を検討します。

【取組内容・規模】

・特別養護老人ホーム

　29年度： 新規210人→4所　219人 （累計1,925人）
　3か年計：新規　　　 6所　387人 （累計1,925人）

・ショートスティ
　　26年度末：239人
　　27年度：          （累計239人）
　　28年度：新規20人　（累計259人）
　　29年度：新規20人　（累計279人）
 　3か年計：新規40人　（累計279人）

【取組内容・規模】

・認知症高齢者グループホーム
　　27年度：　新規45人→101人 （累計438人）
　　28年度：　新規45人→ 54人（累計492人）
　　29年度：　新規45人→ 36人（累計528人）
　　3か年計：新規135人→191人 （累計528人）

・小規模多機能型居宅介護
    26年度末（見込）　3所
　　27年度：新規  0人→2所  49人　 （累計124人）
　　28年度：新規 25人→2所  50人 　（累計174人）
　　29年度：新規 25人→2所  50人　 （累計224人）
　　3か年計：新規50人→6所 149人   （累計224人）

施策15-1

特別養護老人ホー
ム等の整備

施策15-2

認知症高齢者グ
ループホーム等の
整備

12

13

40

40
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№ 施策 頁 修正内容

14

施策15-3

ケア付き住まいの
整備

41
・サービス付き高齢者向け住宅
　　28年度： 新規  33戸→ 83戸　（累計159戸）
　　29年度： 新規  34戸→ 84戸　（累計243戸）
　　3か年計：新規 100戸→200戸  （累計243戸）

15

施策18-3

権利擁護事業の利
用促進

47

【取組内容・規模】

・区長申立件数
　　27年度： 30件→ 40件
　　28年度： 30件→ 40件
　　29年度： 30件→ 40件
　　3か年計：90件→120件

16

施策20-2

産後における母子
支援の充実

49

【取組内容・規模】

・訪問育児サポーター利用者
　　26年度末：154人→230人
　　27年度：  160人→300人
　　28年度：  170人→350人
　　29年度：  180人→400人
　 3か年計：  510人→1,050人

17
施策22-1

保育施設等の整備
51

【取組内容・規模】

・認可保育園
    私立保育園
　    27年度：新設 10園→13園  (累計 93園）
　    28年度：新設  7園　　　　(累計101園）
　　　29年度：新設  5園→ 6園　(累計107園）
　　　3か年計:新設 22園→26園　(累計107園）

・3か年で定員を2,000人 → 3か年2,375人増

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※パブリックコメントによる修正(3件）

【リード文】

放課後子ども教室の実績がある学校や、学童クラブが校内に設置された学校など小
学校を対象に、地域団体との協働による運営も視野に、放課後等居場所事業を段階的
に拡充して実施し、学童クラブ利用児童との交流機会を確保するなど、現在の児童館
が果たしている小学生の居場所機能を継承し、充実・発展させる取組を進めます。

【取組内容・規模】

・小学校内での実施
　（モデル実施）
　27年度： 1所→4所（累計4所）
　28年度： 1所→2所（累計6所）
　29年度： 1所→2所（累計8所）
　3か年計：3所→8所（累計8所）

19

施策24-5

(仮称)子ども
プレーパーク事業
の実施

54

【取組内容・規模】

   26年度末：「－」→ (仮称)子どもプレーパーク事業
                       検討・実施準備
   27年度：検討・実施→実施
  3か年計：検討・実施→実施

施策24-3

放課後等居場所事
業の実施

18 53
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№ 施策 頁 修正内容

20

施策25-1

小中一貫教育の推
進

55
【取組内容・規模】

・ 26年度末：「－」→ 小中一貫教育のカリキュラム・教材の作成・活用

21
施策25-4

就学前教育の充実
56

【取組内容・規模】

・教育推進体制の再構築
　　27年度：「－」 →（仮称）就学前教育支援センターの検討
　　3か年計：「－」→（仮称）就学前教育支援センターの検討

【リード文】

 広く子どもから大人まで、科学に親しみ関心をもって学べるよう、事業を推進しま
す。また、近隣自治体等との連携も視野に入れ、ＩＣＴやデジタル技術を活用した次
世代型の事業展開を図ることを基本に、拠点等について多面的に検討します。

【取組内容・規模】
・ 26年度末：「－」→ 次世代型科学教育の拠点等の検討

・27・28・29年度及び3か年計欄

   新たな事業展開　具体化検討
　　   → 次世代型科学教育の拠点等の検討・実施
　　　　　　新たな天文学習事業の実施
　　　　　　科学博覧会・ＩＣＴを活用したサイエンス・コミュニケーション
　　　　　　事業の実施

施策29-5

科学教育の推進
22 65



9

Ⅲ協働推進計画

№ 修正区分 頁 方針 項目 修正内容

1
実行計画と
の関連付け
を追記

―
全体事
項

―  項目欄に、関連する実行計画事業を明記

2

協働推進計
画の追加
（新規項
目）

2 方針1(1)

自転車放置防止
協力員の活動

（施策４－５）

・リード文：区と地域住民が連携を図り、駅周辺において放置
              自転車による交通環境の悪化防止に取り組みます。

 取組内容
　　 26年度末見込：　放置防止協力員　52団体
　　 27年度：　　　　   放置防止協力員　53団体
　　 28年度：　　　　   放置防止協力員　54団体
　　 29年度：　　　　   放置防止協力員　55団体

 担当課：都市整備部　交通対策課

3 11 方針2
すぎなみ地域大
学の運営

・地域活動参加率
　　　27年度：　83％　→　84％
　　　28年度：　84％　→　85％
　　　29年度：　84％　→　86％

4 17 方針3
ICTを活用した災
害情報の収集と
発信

26年度末：　（空欄）
　　　　　　　→　災害時情報共有システム　構築

27年度：　災害時情報共有システム　運用
　 　　　　　 →　災害時情報共有システム　充実・運用

取組内容
修正
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Ⅴ行財政改革推進計画

№ 修正区分 頁 方針 項目 修正内容

1 2 方針1(2) 駐車場の有料化

・計画年度を1年間先に延ばす。
　　27年度：２施設実施　→　実施準備

　※併せて効果欄も修正
　　27年度：＜財＞　→　削除（空欄）

2 8 方針2（3）
区全体のウェブ
サイト再構築

28年度：再構築後ウェブサイト評価　→ 運用

29年度：（空欄）→ 運用

3 10

国保年金課の
窓口業務を中
心とする専門
定型業務の委
託の推進

項目名：国保年金課の窓口業務を中心とする専門定型業務の委託の
　　　　　推進
　
　　　　　　　→  国保年金課の業務委託の推進

リード文：業務分析を実施し、官民の役割分担を明確にしたうえで、
            専門定型業務について民間委託を進めます。

4 10
介護保険の業務
分析と総合的な
業務委託の推進

項目名：介護保険の業務分析と総合的な業務委託の推進

　　　　　　　 →  介護保険課の業務委託の推進

5 10
課税課の業務分
析と業務委託の
推進

項目名：課税課の業務分析と業務委託の推進

　　　　　　　 →  課税課の業務委託の推進

27年度：業務分析に基づく委託範囲の検討

　　 　　　　　→　委託範囲の検討

6 14 方針3（3）
学校用務業務等
の包括委託等の
推進

27年度：3校の委託実施→ 5校の委託実施

7 7 方針2（2）

公園緑地事務所
及び公園管理事
務所の業務実施
方法の見直し

29年度：効果＜財＞＜定＞→　＜財＞

8 8 方針2（2）
ごみ収集方法の
効率化とサービ
スの充実

28年度：効果　（空欄）→＜財＞

29年度：効果　（空欄）→＜財＞

取組内容
等の修正

効果の修
正

方針2（4）
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